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15～ 24歳 25～ 34歳 35～ 44歳 45～ 54歳 55～ 64歳 65歳～
正規雇用者数 259 862 930 740 488 73
構成比 （7.7） （25.7） （27.7） （22.1） （14.6） （2.2）
非正規雇用者数 113 301 351 328 387 162




































正社員以外の労働者 18.6 8.3 38.8 15.4 9.9 4.8 33.2 21.4 25.2 3.7 22.5 24.5 3.2 5.9
　　契約社員 41.0 15.9 11.8 7.8 5.3 1.8 16.9 11.9 16.9 6.3 34.4 12.4 2.0 11.7
　　嘱託社員 43.7 12.6 9.3 10.5 10.7 6.6 23.5 13.1 13.1 2.9 19.0 5.4 3.5 21.6
　　派遣労働者 21.1 17.2 20.6 10.1 13.4 1.5 17.7 14.7 14.4 9.3 44.9 15.6 1.6 6.1
　　　登録型 17.0 16.3 23.9 10.7 10.7 2.0 21.8 17.4 14.0 9.9 46.3 21.2 21.0 6.5
　　　常用雇用型 25.9 18.2 16.8 9.3 16.6 0.9 13.0 11.6 14.9 8.7 43.2 9.1 1.0 5.5
臨時的雇用者 12.8 4.4 50.5 28.2 13.4 2.9 26.5 26.5 15.4 10.2 14.2 28.2 2.0 2.5
パートタイム労働者 12.5 4.7 50.2 18.9 10.1 5.9 39.6 24.7 29.7 2.4 16.0 30.9 3.8 3.1


















































































2003 100 20.1 15.4 23.1 26.3 26.5 18.1 28.0 17.4 51.7 22.5 14.2 3.0 3.8
2007 100 22.0 16.8 24.3 25.9 21.1 18.9 31.8 16.6 40.8 21.1 18.9 2.6 14.0









































































ii. 通常労働者のポストを社内公募する際に機会付与、iii. 転換試験制度を設置、iv. 教育訓練の
支援などその他転換促進措置）のいずれかの実施が義務づけられた。
③通常労働者と同視すべき短時間労働者の差別的取り扱いの禁止
短時間労働者の質的基幹化の進展を受けて、通常労働者と職務・人材活用の仕組みが同じ
で、かつ、無期契約であって、通常労働者と同視すべき短時間労働者について、賃金の決定、
教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他のあらゆる待遇面で、差別的に取り扱うことが違
法として禁止された。
④③以外の短時間労働者の賃金決定に関する努力義務
上記の通常労働者と同じような短時間労働者でなくとも、短時間労働者全般について、職務
内容や成果、意欲、能力、経験等を勘案し、基本給、賞与等の職務関連賃金を決定する努力義
務が定められた。なかでも、正社員と職務・人材活用の仕組み等が同じ短時間労働者で、少な
くとも人材活用の実態等が同一の期間については、通常労働者と同じ賃金テーブルや基準を適
用して賃金を決定する努力義務が設けられた。
⑤待遇決定に関する考慮事項の説明義務
雇入れ後、短時間労働者から求められた場合には、待遇の決定に当たり考慮した事項の説明
が義務づけられた。
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⑥苦情処理など自主的解決を図る努力義務
短時間労働者から苦情の申し出を受けた場合には、事業所内の苦情処理制度を活用したり、
人事担当者が短時間雇用管理者を担当したりするなどして、自主的な解決を図る努力義務規定
も盛り込まれた。
こうしたパートタイム労働法の改正は、企業の雇用管理に対してどのような変化をもたらし
たかを労働政策研究・研修機構（JILPT）が調査している。これによると、短時間労働者を雇
用している事業所に対して、改正パートタイム労働法の施行を機に実施した雇用管理の改善等
見直し事項があるかを尋ねると、62.6％の事業所が「あった」と回答した。その内容（複数回
答）は、「労働条件通知書等で特定事項を明示するようにした」が45.6％でもっとも多い。次
いで「正社員と短時間労働者の職務内容の区分を明確にした」が14.1％、「短時間労働者にも
福利厚生施設を利用できるようにした」が11.7％、「短時間労働者から正社員への転換推進措
置を設けた」が11.4％、「短時間労働者の賃金等処遇を正社員との均等・均衡や、意欲・能力
等を考慮するように改善した」が10.9％、「短時間労働者にも教育訓練を実施するようにした」
が10.7％と続く。
一方、同事業所に雇用されている短時間労働者はどう受け止めたかについて、改正パートタ
イム労働法の施行に伴い、職場に何らかの変化があったかという問いに対して、「あった」と
する割合は17.2％にとどまった。最も多いのは「特に変化はない」の41.5％で、次いで「わか
らない」が24.5％などとなっている。変化の内容（複数回答）をみると、「労働条件が文書等
で交付（明示）されるようになった」が10.9％のほか、「正社員への転換制度等が設けられた」
が2.5％、「教育訓練が実施されるようになった」が2.4％、「賃金等の処遇が正社員との均等・
均衡や、意欲・能力等を考慮するように改善された」が2.2％となり、事業所の取り組み傾向
とおおむね合致しているものの回答数はごくわずかとなっている。これは、パートタイム労働
法が改正され、企業側は雇用管理の改善等の見直しを行ったものの、制度として定着しておら
ず、また、労働者側が積極的に歓迎するような施策を行っていないことが考えられる。
Ⅶ．多様化する就業形態における組織活性化への課題
今まで非正規雇用の現状を把握し、そこから浮かび上がる問題点を検討してきた。次に、多
様化した就業形態が混在する組織を一体化し、活性化していくためには、具体的にどのような
方策が必要かを検討していきたい。
１．非正規従業員への能力開発
非正規雇用者については、正規雇用者に比べて能力開発機会が少ないことが指摘されてい
る。理由としては、非正規雇用者は有期雇用であり、活用の範囲が限定されていることから、
当面の業務遂行に必要なものは別として、長期的な視点での教育訓練を実施しづらいと考えら
れる。第二に、非正規雇用者は低い賃金での就業を余儀なくされていることからも費用負担の
問題も大きく、また時間的な余裕もないといったことが挙げられるⅹⅰ）。
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このような状況のなかで、現実的に取り組んでいける施策として、雇用保険制度による経済
的支援である教育訓練給付制度が挙げられる。これは、労働者や離職者が、自ら費用を負担し
て、厚生労働大臣が指定する教育訓練講座を受講し修了した場合、本人がその教育訓練施設に
支払った経費の一部を支給する雇用保険の給付制度であるⅹⅱ）。企業側も非正規雇用者の能力
開発に積極的に関わっていくことは、必要とわかっていながらも、厳しい経営環境のなかで、
資金的な援助をしていくことは実施しづらい状況であることも理解できる。このように、非正
規雇用者側、企業側とも資金的な負担が厳しい状況の中では、雇用保険制度による経済的支援
が現実的なものと考える。そのためには、非正規雇用者に対して、雇用保険が的確に適用され
ていることが前提となる。また、非正規雇用者の時間的な余裕の無さに対しても、企業側は雇
用者が職業訓練等を行う時間について理解を示し、積極的に受講できる雰囲気づくりを行って
いくことが求められるであろう。
２．多様化する就業形態への柔軟な対応
非正規雇用者のキャリア形成を考えるとき、三つのグループに分けて考えて行くことが必要
である。第一は正規雇用への転換を希望するもの、第二は非正規雇用での就業を継続するも
の、第三はあくまで副業としての就業を目指すものである。企業側は、雇用者が望む就業形態
を理解し、それに対応していくことが求められてきている。
①正規雇用への転換を希望するグループ
このグループは、新卒の段階で正規雇用の機会が得られず、非正規雇用で社会人として就業
をはじめ、それが継続している労働者である。彼らに対しては、企業内での非正規雇用から正
規雇用への内部転換である登用制度の導入を促進していくことが必要である。登用制度は、非
正規雇用者からの転換希望の申し出を受け、上長の推薦、人事担当部門による選考、正規雇用
登用といった、明確なシステムが整備されることによって、正規雇用を希望する非正規雇用者
の組織へのコミットメントが高まることが期待できる。
②非正規雇用の継続を希望するグループ
このグループには、一定の収入が必要不可欠であり就業を継続する強い意志はあるものの家
事等との両立のために非正規雇用での就業を希望している第二グループの主婦のパートや、勤
め先の経営上の都合もあってそれまでの正規雇用での就業からの離職を余儀なくされたがフル
タイム型の非正規雇用での就業機会を得ており、他に正規雇用での就業先を探すよりは現在の
就業の継続を希望しているもの、またその他の事情から正規雇用での就業をすることを希望し
ない者などが考えられる。このグループは、非正規雇用のままでキャリア形成を図るため、専
門職としての能力開発支援が重要なターゲットとなるであろう。東京都労働経済局の調査でも、
非正規雇用者も今後希望する仕事として「やりがい・興味の持てる仕事」が39.8％、「経験や資
格を生かせる仕事」が18.9％となるなど、職務の充実を求めていることがわかっているⅹⅲ）。
③あくまで副業として就業を目指すグループ
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このグループについては、原則として積極的なキャリアアップ形成の取組みを希望も期待も
あまりしていないグループと考えることができる。あくまで積極的な就業意識ではなく、副業
としての就業だが、企業側の繁閑時にフレキシブルに対応できるマンパワーということでは大
変重要な戦力になってくる。企業は彼らが職場に何を求めているのかを把握しながら、就業管
理を行っていくことが求められる。
Ⅷ．おわりに
本稿を通して、企業環境の急激な変化のなかで、労働者を取り巻く雇用環境が大きく変化し
ていることがわかった。企業側は、バブル崩壊以降の低成長時代に、非正規雇用者を有効に活
用することによって、固定費である人件費を低く抑えることができた。しかし、それによって
正規雇用を希望していたにも関わらず、やむを得ず非正規雇用になってしまった労働者を多数
輩出してしまった。一方では、主婦を中心とした副業としての就業を求め、正規雇用を希望し
ていない労働者も存在している。また価値観の多様化により、就業に対する意識も多様にな
り、一つの会社に固執し、会社と人生を共にするという考え方だけでなく、会社よりも仕事の
中身を重視したり、家族や趣味などの仕事以外のことに重きをおいている労働者も多くなって
きている。
このように現代の企業は、一つの組織の中にさまざまな雇用スタイルを求める労働者が混在
するなかで、組織を持続的に活性化していくことが求められているのである。そのためには、
企業は、正規雇用者や３つのグループに分類された非正規雇用者のそれぞれが雇用を通して組
織に何を求めているのかを的確に把握し、それに応えていくことが必要である。
本稿では、非正規雇用者が増大した背景や理由、また非正規雇用者が抱える問題点などを考
察した。しかし、業種によって求められる非正規雇用のタイプに違いがあり、企業側の求める
人材と雇用者側が望む非正規雇用のスタイルにミスマッチが起っている。今後の研究では、業
種ごとの非正規雇用の現状分析と、それに合った雇用スタイルと人的資源管理の方法を考察
し、業種ごとのより詳細な組織活性化についての方策を検討していきたい。
【注】
ⅰ）　平成24年度版　労働力経済白書　P119
ⅱ）　若年層（15～ 24歳）において1990年代半ばからの非正規雇用者比率が上昇している。
ⅲ）　平成24年度版　労働経済白書　P121
ⅳ）　高校生大学生アルバイト実態調査2006
ⅴ）　平成24年度版　労働経済白書　P136
ⅵ）　就業者のうち前職のある者で過去1年間に離職を経験した者。
ⅶ）　本調査は、事業所における正社員及びパートタイム労働者に係る雇用管理の現状とともにパート
タイム労働者の働き方の実態などを把握することにより、平成19年のパートタイム労働法改正（平
成20年4月施行）後の事業所における正社員とパートタイム労働者との待遇の比較などパートタイ
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ム労働者をめぐる雇用管理等の実態を明らかにして、今後のパートタイム労働に関する施策の立案
に資することを目的とする。
ⅷ）　東京都産業労働局は、平成18年度パートタイマーに関する実態調査を行い、パートタイマーの
働き方や意識、雇用管理の実態等を調査し、平成13年度に実施した調査と比較することによって、
パートタイマーの多様化や基幹労働化、正社員との均衡処遇などの実態を把握している。
ⅸ）　「正社員・正職員」の所定内実労働時間数は165時間、「正社員・正職員以外」の所定内労働時間
は163時間である。
ⅹ）　短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週
間の所定内労働時間に比して短い労働者である。
ⅹⅰ）「費用がかかる」を挙げた割合は契約社員、派遣社員ともに30％から40％の割合になっている。
また、「多忙で時間がとれない」を挙げた割合は、契約社員、派遣社員は20％前後となっている。
ⅹⅱ）雇用保険の一般被保険者又は一般被保険者で、支給要件期間が３年以上（初回は１年以上）あ
る等の条件を満たしていることが必要である。
ⅹⅲ）今回の調査は、前回平成17年度調査との経年比較を行うとともに、平成20年４月に施行された
「改正パートタイム労働法」がどのような影響を及ぼしているかを調査し、今後のパートタイマーの
処遇改善のための労働行政上の基礎資料とすることを目的として実施した。
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